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平成 17年 12月期  個別中間財務諸表の概要              平成１７年８月３０日 

上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社  上場取引所 東 大 

コード番号  9726   本社所在都道府県   

(ＵＲＬ http://www.knt.co.jp)           東京都 

代 表 者 役職名  代表取締役社長 氏名 太田 孝 

問合せ先責任者 役職名  執行役員経理部長   氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

中間決算取締役会開催日   平成１７年 ８月３０日 中間配当制度の有無      有 

中間配当支払開始日              単元株制度の採用の有無  有  (１単元 1,000株) 

 
１．１７年６月中間期の業績（平成１７年１月１日～平成１７年６月３０日） 
(１) 経営成績                     (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％ 

１７年６月中間期 30,744 △9.5 △1,883 ― △1,611 ― 
１６年６月中間期 33,962 △5.1 △3,032 ― △2,711 ― 

１６年１２月期 72,578  208  1,323  

 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期 )純利益 

 百万円 ％ 円 銭 
１７年６月中間期 △2,392 ― △25.91  
１６年６月中間期 5,917 ― 64.07  

１６年１２月期 1,011  10.95  

(注) ①期中平均株式数 １７年６月中間期 ９２,３１６,３２０株 １６年６月中間期 ９２,３６９,９７７株 １６年１２月期  ９２,３５９,３４６株 

 ②会計処理の方法の変更     無 

 ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(２) 配当状況 

 
1 株 当 たり 
中間配当金 

１株 当 たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 
１７年６月中間期 0.00  ―  
１６年６月中間期 0.00  ―  

１６年１２月期 0.00  2.00  

 
(３) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
     百万円     百万円 ％  円  銭 
１７年６月中間期 111,474   12,563 11.3  136.11 
１６年６月中間期 135,845   20,554 15.1 222.54 

１６年１２月期 119,374 15,153 12.7 164.12 

(注) ①期末発行済株式数 １７年６月中間期 ９２,３０４,０６７株 １６年６月中間期 ９２,３６１,０４２株 １６年１２月期 ９２,３３２,７１２株 
 ②期末自己株式数 １７年６月中間期 １９７,８１６株 １６年６月中間期 １４０,８４１株 １６年１２月期 １６９,１７１株 
 
２．１７年１２月期の業績予想(１７年１月１日～平成１７年１２月３１日) 

１株当たり年間配当  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通   期 70,000 1,000 700 2.00   2.00   

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)７円５８銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表

日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。 
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１１.個別中間財務諸表 

(1)中間貸借対照表 

  
当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   25,582   32,067   31,504  

 ２ 預け金   10,000   9,500   12,000  

 ３ 受取手形   18   3   116  

 ４ 未収手数料   7,577   8,075   8,189  

 ５ 顧客未収金   ―   23,039   ―  

 ６ 未渡クーポン   1,898   ―   870  

 ７ 営業未収金   19,006   ―   19,601  

 ８ たな卸資産   46   48   44  

 ９ 短期貸付金   3,798   2,993   3,105  

 10 有価証券 ※２  1,199   1,150   2,250  

 11 団体前払金   9,857   9,814   9,103  

 12 その他   2,634   5,393   3,487  

 13 貸倒引当金   △75   △92   △75  

   流動資産合計   81,545 73.2  91,993 67.7  90,197 75.6 

Ⅱ 固定資産           

 (1) 有形固定資産 ※１          

  １ 建物   2,006   2,063   2,059  

  ２ 土地   4,295   5,326   4,296  

  ３ その他   508   275   228  

計   6,810   7,665   6,585  

 (2) 無形固定資産   3,491   2,085   2,730  

 (3) 投資その他の資産           

  １ 投資有価証券 ※２  11,496   24,302   10,737  

  ２ 長期貸付金   3,633   10,376   3,679  

  ３ 差入保証金   4,450   4,887   4,531  

  ４ その他   3,696   4,264   4,051  

  ５ 貸倒引当金   △1,109   △1,055   △1,014  

  ６ 投資損失引当金   △2,541   △8,675   △2,126  

計   19,627   34,100   19,860  

   固定資産合計   29,929 26.8  43,851 32.3  29,177 24.4 

   資産合計   111,474 100.0  135,845 100.0  119,374 100.0 

           

 



 ３３

 

  
当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 １ 短期借入金   1,501   701   831  

 ２ 営業未払金   7,863   ―   9,351  

 ３ 未払金 ※４  3,812   17,532   5,736  

 ４ 未払法人税等   171   7,026   ―  

 ５ 預り金   24,430   29,563   24,037  

 ６ 未精算旅行券   39,415   38,802   41,794  

 ７ 団体前受金   12,633   13,779   12,596  

 ８ 賞与引当金   ―   578   524  

 ９ その他   739   521   258  

   流動負債合計   90,566 81.2  108,507 79.9  95,130 79.7 

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金   6   9   7  

 ２ 退職給付引当金   6,111   6,766   6,866  

 ３ その他   2,225   7   2,217  

   固定負債合計   8,344 7.5  6,783 5.0  9,091 7.6 

   負債合計   98,911 88.7  115,291 84.9  104,221 87.3 

           

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   7,579 6.8  7,579 5.6  7,579 6.3 

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金  1,894   1,894   1,894   

 ２ その他資本剰余金  1,447   1,447   1,447   

    資本準備金減少差益  1,447   1,447   1,447   

   資本剰余金合計   3,342 3.0  3,342 2.4  3,342 2.8 

Ⅲ 利益剰余金           

   中間（当期） 
未処分利益又は 
中間未処理損失(△) 

 △661   6,821   1,915   

   利益剰余金合計   △661 △0.6  6,821 5.0  1,915 1.6 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  2,352 2.1  2,843 2.1  2,356 2.0 

Ⅴ 自己株式   △49 △0.0  △33 △0.0  △40 △0.0 

   資本合計   12,563 11.3  20,554 15.1  15,153 12.7 

   負債・資本合計   111,474 100.0  135,845 100.0  119,374 100.0 
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（２）中間損益計算書 

  
当中間会計期間 

(平成17年１月１日から 
平成17年６月30日まで) 

前中間会計期間 

(平成16年１月１日から 
平成16年６月30日まで) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益   30,744 100.0  33,962 100.0  72,578 100.0 

Ⅱ 営業費用 ※１  32,628 106.1  36,994 108.9  72,370 99.7 

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

  △1,883 △6.1  △3,032 △8.9  208 0.3 

Ⅲ 営業外収益 ※２  347 1.1  378 1.1  1,316 1.8 

Ⅳ 営業外費用 ※３  74 0.2  57 0.2  200 0.3 

   経常利益又は 
   経常損失(△) 

  △1,611 △5.2  △2,711 △8.0  1,323 1.8 

Ⅴ 特別利益 ※4,7  15 0.0  18,211 53.6  18,252 25.1 

Ⅵ 特別損失 
※5,6 

※8 
 453 1.5  3,542 10.4  17,657 24.3 

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△) 

  △2,049 △6.7  11,957 35.2  1,918 2.6 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 80   7,000   160   

   過年度法人税等  ―   ―   956   

   法人税等調整額  262 342 1.1 △960 6,040 17.8 △209 906 1.2 

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△) 

  △2,392 △7.8  5,917 17.4  1,011 1.4 

   利益準備金減少額   ―   903   903  

   前期繰越利益   1,730   ―   ―  

   中間（当期） 
   未処分利益又は 
   中間未処理損失(△) 

  △661   6,821   1,915  

           

 

 

 

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 

当中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで） 

該当事項はありません。 

 

前中間会計期間（平成１６年１月１日から平成１６年６月３０日まで） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

該当事項はありません。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準および評価方法 

(１) 有価証券 

① 子会社および関連会社株式は総平均法による原価法により評価しております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

(２) たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

(２) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自

社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内容評価法で計上し

ております。 

(２) 投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して計上しております。 

(３) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込み額のうち当中間会計期間に対応する見積額を計上しております。 

(４) 退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異および過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(１０年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

   

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

(１) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

為替予約取引および通貨オプション取引を行うこととしております。 

② ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務を対象としております。 

(３) ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

(４) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 
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６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

(１) 収益の計上基準 

各種旅行券取扱手数料については発券時に計上し、団体旅行取扱手数料については旅行終了時に計上しております。 

(２) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 

会計方針の変更 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

       

 

 

 
当期から「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成１４年８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会

計基準適用指針第６号）が平成１６年１２月

３１日に終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに伴い、当

期から同会計基準および同適用指針を適

用しております。この処理に伴う当期の損

益に与えている影響額は、特別損失として

１，１３６百万円計上しております。 

 

 

表示方法の変更 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

当中間会計期間において、勘定科目をより明瞭に表示するた

め、資産科目の「顧客未収金」について、顧客より申込みがあった

企画旅行や航空券等のクーポン券のうち、顧客へ未渡しのクーポ

ン券額を計上する「未渡クーポン」と、それ以外の売上債権である

「営業未収金」に区分掲記しております。また、負債科目の「未払

金」については、仕入債務の「営業未払金」とその他諸経費の債

務を計上する「未払金」に、区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間末の残高は、未渡クーポン１，８４３百万

円、営業未収金２１，１９６百万円、営業未払金５，７０７百万円、未

払金１１，８２５百万円であります。 
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追 加 情 報 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

（外形標準課税制度の影響） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３

１日に公布され、平成１６年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当中間会計期間

から「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成１６年２月１３日企業

会計基準委員会 実務対応報告第１２号）

に従い法人事業税の付加価値割および資

本割については、営業費用に計上しており

ます。この結果、営業費用が８６百万円増

加し、営業損失、経常損失および税引前

中間純損失が８６百万円増加しておりま

す。 

 

 

 

  

  

 

 

 

(退職給付会計) 

当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚

生年金基金は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成１６年１月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けま

した。それに伴い「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」 （日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第１３号）第４７

－２項に定める経過措置を適用し、当該将

来分返上認可の日において代行部分に係

る退職給付債務と年金資産を消滅したもの

として会計処理しております。本処理に伴う

当中間会計期間における損益に与えてい

る影響額は、厚生年金代行返上損として

特別損失に２，２３２百万円計上しておりま

す。また、当中間会計期間末日現在にお

いて測定された返還相当額（最低責任準

備金）は、８，６１２百万円であります。 

 

（厚生年金の代行返上） 

当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚

生年金基金は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成１６年１月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受け、

平成１７年１月１日に過去分返上の認可を

受けております。それに伴い「退職給付会

計に関する実務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第１３

号）第４７－２項に定める経過措置を適用

し、当該将来分返上認可の日において代

行部分に係る退職給付債務と年金資産を

消滅したものとして会計処理しております。

本処理に伴う当期の損益に与えている影

響額は、特別損失として２，２３２百万円計

上しております。なお、当期末において測

定された返還相当額（最低責任準備金）は

８，５５５百万円であります。 

また、年金受給者のみを対象とする閉鎖

適格退職年金制度を有しておりましたが、

当期において年金受給者への給付を終了

し制度を終了しました。これに伴い、未認

識会計基準変更時差異および未認識数理

計算上の差異を一括償却しており、当期の

損益に与えている影響額は、特別損失とし

て７１百万円計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３８

注 記 事 項 

 

(中間貸借対照表関係) 

当中間会計期間末 

（平成１７年６月３０日現在） 

前中間会計期間末 

（平成１６年６月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成１６年１２月３１日現在） 

※１． 

 

※２． 

 

３． 

 

※４． 

 

 

 

５． 

有形固定資産の減価償却累計額 

              ４，７５２百万円 

 

 

 

保証債務          ２４６百万円 

     (経営指導念書等１５３百万円含む) 

仮払消費税および仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため「未払

金」に含めて表示しております。(１１８百

万円) 

偶発債務 

当社および子会社の PACIFIC 

DEVELOPMENT INC. （以下、PDI

社）は、平成１６年１２月の SAIPAN 

HOTEL CORPORATION 株式の譲

渡に伴い同社の現地少数株主より忠

実義務違反等による損害賠償請求

等訴訟を北マリアナ諸島連邦の上級

裁判所に提訴され現在係争中であり

ます。平成１７年６月３０日時点にお

いて、訴状に対する認否、反論の答

弁書の提出等の手続が完了し、文

書提出の手続が続行しております。

今後、証言、審理となり判決が下りる

予定となっております。なお、訴状に

おいて損害賠償請求金額は明示さ

れておりません。 

判決を得る場合には数年を要する

見込みですが、当社および PDI 社

は、原告の主張に対して積極的に反

論していきます。現段階で当社は、

当社の財政状態および経営成績に

重大な影響を与える見込みはないと

考えております。 

※１． 

 

※２． 

 

 

３． 

 

※４． 

 

 

 

５． 

有形固定資産の減価償却累計額 

              ４，８４４百万円 

担保に供している資産 

有価証券        １，１５０百万円 

投資有価証券     １，１９９百万円 

保証債務         ５１６百万円 

     (経営指導念書等１５８百万円含む) 

仮払消費税および仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため「未払

金」に含めて表示しております。(２，０７０

百万円) 

 

 

※１． 

 

※２． 

 

 

３． 

 

※４． 

 

 

 

５． 

有形固定資産の減価償却累計額 

              ４，７３６百万円 

 

 

 

保証債務          ２３３百万円 

      (経営指導念書等１５５百万円含む) 

仮払消費税および仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため「未払

金」に含めて表示しております。(９７２百万

円) 

偶発債務 

当社および子会社の PACIFIC 

DEVELOPMENT INC. （以下、PDI

社）は、平成１６年１２月の SAIPAN 

HOTEL CORPORATION 株式の譲

渡に伴い同社の現地少数株主より忠

実義務違反等による損害賠償請求

等訴訟を北マリアナ諸島連邦の上級

裁判所に提訴され、現在係争中であ

ります。平成１７年２月８日時点にお

いて、訴状に対する認否、反論の答

弁書の提出まで手続が完了してお

り、今後、文書提出、証言、審理とな

り判決が下りる予定となっておりま

す。なお、訴状において損害賠償請

求金額は明示されておりません。 

判決を得る場合には数年を要する

見込みですが、当社および PDI 社

は、原告の主張に対して積極的に反

論していきます。現段階で当社は、

当社の財政状態および経営成績に

重大な影響を与える見込みはないと

考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３９

(中間損益計算書関係) 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

※１． 

 

 

※２． 

 

 

※３． 

 

 

※４． 

 

※５． 

 

 

 

６． 

 

減価償却実施額 

  有形固定資産    １３０百万円 

  無形固定資産    ２８５百万円

営業外収益の主要項目 

  受取利息       １１８百万円 

  受取配当金      １７６百万円 

  

営業外費用の主要項目 

  支払利息        ５６百万円 

 

特別利益の主要項目 

  敷金返還益        １３百万円 

特別損失の主要項目 

  投資損失引当金繰入額 ４４４百万円 

   

 

 

 

※１． 

 

 

※２． 

 

 

※３． 

 

 

※４． 

 

※５． 

 

 

 

６． 

 

減価償却実施額 

  有形固定資産    １３５百万円 

  無形固定資産     ２５２百万円 

営業外収益の主要項目 

  受取利息        １２６百万円 

  受取配当金        ６５百万円 

   

営業外費用の主要項目 

  支払利息        １０百万円 

 

特別利益の主要項目 

  営業譲渡益    １８，２１１百万円 

特別損失の主要項目 

  厚生年金代行返上損 ２，２３２百万円 

 

 

 

 

※１． 

 

 

※２． 

 

 

※３． 

 

 

※４． 

 

※５． 

 

 

 

※６． 

 

減価償却実施額 

  有形固定資産     ２７０百万円 

  無形固定資産     ５０７百万円 

営業外収益の主要項目 

  受取利息         ２８２百万円 

  受取配当金       ６８７百万円 

  為替差益        １５８百万円 

営業外費用の主要項目 

  支払利息         ２２百万円 

  法人延滞税等     １４８百万円 

特別利益の主要項目 

  営業譲渡益    １８，１６７百万円 

特別損失の主要項目 

  厚生年金代行返上損 ２，２３２百万円 

  事業整理損失  １３，５１０百万円 

減損損失      １，１３６百万円 

減損損失 

当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。   

用途 種類 場所 

営業店舗

等 

土地 

建物 

器具備品 

西日本 

カンパニー 

他（5件） 

厚生施設 

（社宅・寮など） 

土地 

建物 

器具備品 

福岡寮 

他（4件） 

遊休地 

 

土地 

建物 

岡山土地 

岡山県岡山

市他（7件） 

（減損を認識するに至った経緯） 

土地の取得価額に対する時価の

著しい下落や、営業損益が悪化し短

期的な業績回復が見込まれないこと

などにより、減損損失を認識しまし

た。  

（減損損失の金額） 

種     類 
金    額 

（百万円） 

建 物 ２６７ 

器 具 備 品 ４５ 

土 地 ７３８ 

リ ー ス 資 産 ８４ 

合 計 １，１３６ 

（グルーピングの方法） 

原則として管理会計単位であるカ

ンパニー単位でグルーピングし、土

地保有店舗に関しては、店舗単位と

しました。本社・社宅・寮などの共有

資産、遊休資産については、各物件

単位でグルーピングしました。 

 

 



 ４０

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７． 

 

 

８． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７． 

 

 

８． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７． 

 

 

※８． 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額はカンパニーおよ

び店舗については使用価値または

正味売却可能価額を適用し、共用資

産・遊休資産については正味売却価

額を適用しております。なお、使用価

値については将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算出しており、正

味売却価額については、不動産鑑

定評価額もしくは、固定資産税評価

額を基準としております。 

営業譲渡益 

クラブツーリズム事業部門の営業

譲渡等によるものであります。 

事業整理損失 

株式会社ホテルサンフラワー札

幌、株式会社ホテルポポロ東京、ＳＡ

ＩＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯ

Ｎのホテル事業部門の一部撤退によ

るもので、その内訳は次のとおりであ

ります。 

固定資産売却損    １，９５３百万円 

債権放棄損         ５８２百万円 

関係会社株式評価損 ４，１０８百万円 

関係会社株式売却損 ６，７３１百万円 

その他費用         １３５百万円 

合計         １３，５１０百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ４１

１２．リ ー ス 取 引 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

 
取 得 

価 額 

相当額 

減  価

償  却

累計額

相当額 

減 損

損 失

累 計

額 相

当 額 

中 間 

期 末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 百万円 
産

・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

４，２４５ ２，９７３ １ １，２７０ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

４４５ ２８３ ― １６１ 

合計 ４，６９０ ３，２５７ １ １，４３２ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額お

よびリース資産減損勘定期末残高 

１年以内           １，０５８百万円 

１ 年 超            ４２８百万円 

合 計          １，４８６百万円 

リース資産減損勘定期末残高 １百万円 

※上記リース資産減損勘定期末残高の他

に、注記省略取引に係わる減損勘定期

末残高６０百万円を計上しております。 

 
３．支払リース料､リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額および減損損失 

(１)支払リース料           ６４６百万円 

(２)リース資産減損勘定の取崩額    ０百万円 

(３)減価償却費相当額      ６２１百万円 

(４)支払利息相当額          １６百万円 

(５)減損損失             ―百万円 

※上記リース資産減損勘定の取崩額の他

に、注記省略取引に係わる減損勘定の

取崩額２０百万円を計上しております 

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については､利息法によっ

ております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額および中間期末残高相 

当額 

 

取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産

・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

４，５００ ２，８０１ １，６９８ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

６６２ ３９０ ２７２ 

合計 ５，１６２ ３，１９１ １，９７１ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

 

１年以内           １，０３４百万円 

１ 年 超          １，００６百万円 

合 計          ２，０４０百万円 

 

 

 

 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額および 

支払利息相当額 

 

 (１)支払リース料           ７２３百万円 

 (２)減価償却費相当額       ７４８百万円 

 (３)支払利息相当額         ２６百万円 

 

 

 

 

 

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび期末残高相当額 

 
取 得 

価 額 

相当額 

減  価

償  却

累計額

相当額 

減  損

損  失

累計額

相当額 

期 末 

残 高 

相当額 

百万円 百万円 百万円 百万円 
産

・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

３，７８６ ２，５４７ １ １，２３７ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

５４５ ３３４ ― ２１１ 

合計 ４，３３１ ２，８８１ １ １，４４８ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額およびリー

ス資産減損勘定期末残高 

１年以内             ９３４百万円 

１ 年 超            ５７９百万円 

合 計          １，５１３百万円 

リース資産減損勘定期末残高  １百万円 

 

 

 

 

３．支払リース料､リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、 支払利息相当額

および減損損失 

 (１)支払リース料           １，２７１百万円 

 (２)リース資産減損勘定の取崩額     ―百万円 

 (３)減価償却費相当額      １，２７１百万円 

 (４)支払利息相当額            ４４百万円 

 (５)減損損失                 １百万円 

※上記減損損失の他に、注記省略取引に係

わる減損損失８２百万円を計上しておりま

す。 

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 



 ４２

１３．有 価 証 券 

当中間会計期間末、前中間会計期間末および前事業年度末において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 

 

 

１４．重要な後発事象 

当中間会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

 

 

（ホテル事業の一部撤退について） 

当社は、経営資源の最適配分を推進す

るため、平成１６年９月２２日開催の取締役

会において、当社グループで営んでいるホ

テル事業のうち、「ホテルサンフラワー札

幌」、「ホテルポポロ東京」および「サイパン

ホテル」について、モルガン・スタンレー・グ

ループが運営する不動産投資ファンドが出

資する特別目的会社への譲渡（平成１６年

１１月末までに譲渡予定）により撤退するこ

とを決議し、同日、契約を締結しました。こ

れにより、当事業年度において約１３０億円

の特別損失の計上が見込まれます。 

 

 

 

 


